　被推薦者に関する調査事項　　　　　　　

Ⅰ　工場等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙３－１
	項　　　目
	　　　　　　　　　選　　　　　考　　　　　基　　　　　準
	調　　　　　査　　　　　事　　　　　項

	１．電気保安関係　

　法令等の遵守状況


	(1) 電気保安関係法令等が整備、活用されていること。
	(1) 整備している法令等（告示、通達を含む。）の名称を調査。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　
法令等
保有状況
法令等
保有状況
電気事業法　　
主任技術者の資格等に関する省令
電気事業法施行令　　　
電気設備の技術基準を定める省令
電気事業法関係手数料令
電気設備の技術基準の解釈
電気事業法施行規則　　
内線規程
電気関係報告規則　　　
消防法
　　　（どのように整備・維持・活用をしているかを、以下に記載すること。）

	
	(2) 関係官庁に対する許認可、報告、届出等の手続きが適正に行われていること。


	(2) 諸手続きが定められた期間内に正しく行われているかどうか。 指摘警告を受けたことがあればその内容を調査（過去１１年間に行った諸手続名及び提出年月日を調査記入。）
年月日
項目
手続欄
年月日
項目
手続欄
工事計画（変更）認可届　　　
電気事故報告　
発電所又は変電所の出力変更届　　　　　　　　
電気工作物の公害防止等に関する報告　
電気工作物使用開始届　　　　
電気保安規程（変更）届出
電気設備技術基準
特種設計施設認可申請
需要設備最大電力変更届　

受電制限規則　
（どのように整備・維持・活用をしているかを、以下に記載すること。）

	
	(3) 電気保安関係法令の技術上の基準に適合した電気工作物が設置使用されていること。
	(3) 最近11年間に指摘、警告等を受けたことの有無及びその内容を調査し記載すること。（文書による指摘、警告のみを対象とする。）



	項　　　目
	　　　　　　　　　選　　　　　考　　　　　基　　　　　準
	調　　　　　査　　　　　事　　　　　項

	２．事故等の発生　
　状況　
	　電気関係報告規則第３条に基づき報告すべき事故及び同令第４条に基づき届け出るべき事故（当該電気事業者又は自家用電気工作物を設置者する者の責任によらないものは除く。）及び公害関係その他社会の範としてふさわしくない問題が最近５年以上発生していないこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	過去25年間に発生した左掲のすべての事故（当該工場等の責任の有無に関係なくすべての事故）について、その内容、被害状況及び責任の所在を調査し、記載すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



	３．事故の予防及び
　復旧対策　
	(1) 災害その他非常の場合の組織に関する規程を有していること。　
	(1) 規程の名称及び組織図を調査し、記載すること。（機関決定年月日及び決定機関名を付記すること。）
 　
制定年月日
規程の名称
決定機関名
備考
組織図添付


	
	(2) 復旧、防災訓練が実施されていること。
	(2)　最近２年間に実施した復旧、防災訓練の内容を調査し、記載すること。
実施年月日
所要時間
参加人数
内容



	項　　　目
	　　　　　　　　　選　　　　　考　　　　　基　　　　　準
	調　　　　　査　　　　　事　　　　　項

	4.保守運営体制　
	(1)　主任技術者が５年以上選任されていること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	(1) 過去10年間における当該事業場の主任技術者名及び専任、兼任等の選任区分を調査し、記載すること。　

　
選任年月日
氏名
主任技術者免状種類
選任区分
１・２・３　許可
専任，兼任，不選任
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	(2) 保安規程に、主任技術者その他の保安要員による保安管理組織を定め、かつ、適正に配置されていること。
	(2) 保安管理組織図を調査し、記載すること。（機関決定年月日及び決定機関名を付記すること。）　
　
制定年月日
決定機関名
備考
保安管理組織図を添付


	
	(3) 電気工作物、施設等に対する保安上の改善がなされていること。　　
	(3) 保安規程に基づく巡視、点検等の実施状況及び保安上必要な改善措置について内容、理由を調査し、記載すること。（点検基準を明記すること。）
　巡視点検状況　
保　安　上　の　改　善　措　置
1.　保安規程に定める頻度を超え
　て行われている。　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
2.　保安規程に定める頻度と同じ
　程度に行われている。　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
3.　保安規程に定める頻度未満に
　行われている。　
　　　年　月　


	項　　　目
	　　　　　　　　　選　　　　　考　　　　　基　　　　　準
	調　　　　　査　　　　　事　　　　　項

	5.保安教育の実施　状況　
	(1) 電気保安等の従業員教育が十分実施されていること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	　(1) 最近２年間に実施した従業員教育の名称、講師名、受講人数（保安業務にたずさわる従業員のみ、又はこれ以外の従業員を含めた場合、その他に区別すること。）を調査し、記載すること。　

　
実施年月日
所要時間
従業員教育の名称
講師名
受講人数
対象者
（保安業務従業者のみと、これ以外の従業員を含む場合を別々に記載すること。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	(2) 所（社）内における電気保安関係の委員会、研究会を設置し、かつ、活動していること。　
	(2) 最近２年間の活動状況について名称、テ－マ、参加人数を調査し、記載すること。

　
実施年月日　
名称
テーマ
参加人数


	
	(3) 所（社）外における電気保安関係の研修会、講習会等へ参加していること。　　
	(3) 最近２年間の参加又は受講状況について名称、テ－マ、参加人数を調査し、記載すること。
年月日　
名称
テーマ
参加人数
また、その成果を業務に反映させている場合は、具体的な内容を以下に記載すること。


	項　　　目
	　　　　　　　　　選　　　　　考　　　　　基　　　　　準
	調　　　　　査　　　　　事　　　　　項

	6.　その他
	表彰の受賞等特筆すべき功績を有していること。
	(1)・電気保安関係の表彰の受賞がある場合は表彰の名称を調査し、受賞年月日、受賞区分、表彰者を記載する。
　 ・電気保安関係以外の表彰の授与がある場合についても表彰等の名称を調査し、受賞年月日、受賞区分、表彰者等を記載する。　
　（表彰状の写し等を添付すること。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	
	(2) 社会の模範として特筆すべき事項を調査し、記載すること。

・自然災害への対応、事故等への対応、地域に対する貢献や団体等の要職があれば、その内容等を具体的に記載すること。（内容を示す根拠資料があれば、そのコピーを添付すること。）
以下の項目に該当があれば、□にチェックするとともに、具体的に内容を記載すること。

①下記イ、ロに定める事項で電気保安に該当するものがあるか。

□イ．自然災害への対応に大きく貢献している。

（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ロ．事故等への対応に顕著な実績がある。

（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　また、以下の例示Ａ又は例示Ｂのそれぞれの項目に該当があれば、□にチェックするとともに、具体的に内容を記載すること。

（例示Ａ）

□　奉仕活動に貢献している。

（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　自治体・警察・消防・民間団体等による感謝状がある。

（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（例示Ｂ）

□　地域の活動（防犯活動等）に貢献している。

（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　町内会・学校等による感謝状がある。

（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


